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生物多様性国家戦略2023-2030
（2023年3月31日閣議決定）

2030年ミッション
自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め反転させるため
の緊急の行動をとる（＝いわゆるネイチャーポジティブ）

新世界目標を踏まえ、世界に先駆けて
国家戦略を改定

 「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」策定（2024年3月29日公表）

昆明・モントリオール生物多様性枠組(2022.12)

 ネイチャーポジティブ経営（自然資本の保全の概念をマテリアリティとして位置づけた経営）は、企
業にとって単なるコストアップではなく新しいビジネス機会

ネイチャーポジティブ経済移行戦略 ～自然資本に立脚した企業価値の創造～

 NPE戦略に基づいたロードマップ（2025-2030年）を2025年７月31日に策定
 国の施策及び各種ステークホルダーに期待するアクション等を具体化して整理



情報開示促進・ネイチャーファイナ
ンスの拡大による

企業のNP経営の実践

ネイチャーポジティブ経済移行後の状態（絵姿）について

 「2050年自然共生社会」「2030年NP経済への移行」の実現に向け、 国の施策の方向性の全体像を具体化すべく、2025年
７月31日にネイチャーポジティブ経済移行戦略ロードマップ（2025-2030年）を策定。

大きく、地域／ネイチャーポジティブ経営／国際、の３つの視点から今後の施策の方向性を整理。

ネイチャーポジティブ経済移行後の状態（絵姿）

国際ルールメイキング等
による企業の国際競争力強化

NPな地域づくりで
企業と地域の価値向上

視点②

視点③

視点①



ネイチャーポジティブ経済移行戦略ロードマップにおける国の施策の全体像
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視点1
NPな地域づくり
で企業と地域の
価値向上

視点2
NP経営実践拡
大・深化に向け
た自然資本価
値可視化、情
報開示促進

視点3
自然関連領域
の国際ルールメ
イキング、国際
競争力強化

2-1 生物多様性・自然資
本に関するデータ整備

2-2 生物多様性・自然資本の
価値取引を見据えた価値評価
2-3 NP経営移行による「企
業価値向上ストーリー」の確
立・浸透

2-4 ネイチャーファイナンスの
拡大・質向上

2-5 消費者側の意識・行動
変容への仕掛け

3-1 調達におけるNP配慮の
推進

3-2 自然領域における国際
ルールメイキングへの参画

1-1 企業価値向上と地域
価値向上の同時実現

1-2 NPな地域づくりの体制
強化（面的な取組展開）

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

消費行動におけるNP配慮の重要性等の継続周知

官民整備の各種データベース等の機能・連携強化、各種指標に関する検討の国際動向と各種データベースの整合性確保
実地でのFS実証事業
価値評価及びその活用の仕組みの検討・整理

ISSB BEESリサーチ・プロジェクト結果を踏まえた対応の検討
投融資NP配慮指針(仮称)等検討・策定 NP配慮指針等を活用した官民連携ネイチャーファイナンス先行モデルの創出 

影響把握と負荷低減関連の企業行動支援

調達NP配慮指針等(仮称)の検討・策定
NPなVC構築の先行モデルの創出
調達を通じたフットプリント低減の検討
グリーン購入法等の公共調達基準への反映に向けた検討

TNFD、SBTN、IPBES、ISO/TC331、 G7ANPE等ルールメイキングの場や国際的な情報ネットワークにおける日本の技術、取組成果の情報発信

国内の活用実績を増やし、国際的に水平展開ネイチャーフットプリントの開発、金融セク
ター向け活用ガイダンス(仮称)の開発

生物多様性見える化マップ（自然共生サイト等に関連するデータベース）の機能搭載・拡充
自然共生サイト認定・支援証明書制度運用

企業・地域価値の向上見える化に向けたワークショップ等の実施
NP取組が企業・地域価値向上につながる成功事例の創出

ランドスケープアプローチの先行モデル創出
生物多様性地域戦略の策定支援

生物多様性・自然資本の価値評価及び
その活用に関する基本的考え方整理

優先対象分野別リスク・機会ロングリス
トの検討・作成等の開示支援

企業価値向上ストーリー集(仮称)

NP関連価値を見せる売り場づくり等の好事例創出 消費者・VC上の企業・小売店等への横展開

モデル事例の横展開、プラットフォーム等における連携機会の創出

生物多様性見える化マップ（生物多様性に関する各種情報）の機能搭載・拡充
衛星を活用した植生図の整備等速報性を重視した自然環境情報の整備

NPEプラットフォームの活性化を通じた互助・協業の取組推進

NP経営移行に向けた能力養成や技術開発・支援 中堅・中小企業への能力養成や技術開発・支援



今後の方向性の整理2-5：消費者側の意識・行動変容への仕掛け

課題への対応状況
• 2030生物多様性枠組実現日本会議（J-GBF）行動変容WGでは、消費者・生活
者の行動変容を促し得る研究成果等をとりまとめ、小売店等企業によるNPな商品・
サービスの展開を支援

• 各種認証制度（FSC、ASC、RSPO等）は、自然資本の持続可能な活用を目的とし
ており、その取引量は増加傾向（環境省においてもその活用を促進すべく、環境ラベル
のデータベースを整備）

• 国内の消費者に対しては、森里川海プロジェクトやデコ活（脱炭素につながる新しい豊
かな暮らしを創る国民運動）等において、環境配慮行動の呼びかけを継続して実施中

今後の方向性
●国の施策
• NP配慮商品・サービスの価値を見せる売り場づくり等のコミュニケーションの好事例創出及
び消費者・VC上の企業・他の小売店等への横展開【好事例創出：～2026年度、水平
展開：2027～2030年度】

• 消費行動におけるNP配慮の重要性等を継続して周知【～2030年度】

●ステークホルダーの取組
• 消費者は、商品・サービスにNP関連の価値を正しく理解し、選択的に購買する。
• 小売店が多面的にコミュニケーションツールを活用し、企業のNP取組を消費者へ効果的に
伝え、消費行動を促進

• 消費者や小売店のニーズを把握したうえで、サプライチェーンの上流側に位置する企業、生
産者、地域等は、NPに貢献できる商品・サービス等を創出する

出典：J-GBF行動変容WG「NP製品の市場活性化キャンペーン」

デコ活等、NP配慮の重要性を継続周知

小売店はじめVC企業全体
で連携し、消費者への意識・
行動変容の仕掛けを実施

その他企業
（メーカー、流通業者等）

横
展
開

小売業界
行
動
変
容
促
進

活用・連携

今後の方向性イメージ

NP配慮商品・サービス
（各種認証制度等）

消費者

ネイチャーポジティブ（NP）製品の市場活性化キャンペーンを実施
【調査概要】情報提供の内容や方法について介入点及び介入策を検討。
①ウェブアンケートを基に購買行動につながる要因分析・介入策を設定。
②小売店と連携して購買調査を実施。
【介入策】ASC認証商品に、自然豊かな海で生産された
ことを示す写真と説明POP設置

【結果】POPを設置した販売店の販売数が5.0%増加！

商品・サービスに企業のNP取組の価値を見いだす消費者層の拡大が必須。そのために
は、小売店をはじめ、VC企業全体が一体となって、消費者がNPなモノづくり・サービス
等に価値を見出す仕掛けが必要

J-GBF行動変容ヒント集ウェブサイトにて継続周知

J-GBF構成団体(一社)全国スーパーマーケット協会と連携

ネイチャーポジティブ経
営

https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/j-gbf/committee/bctips/
https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/j-gbf/committee/bctips/


消費者購買調査概要と報告【速報】
※調査進行中
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R７ 消費者意識調査・購買調査の実施

意識調査・購買調査ともに、「消費者ニーズの把握・企業や商品への積極的な支持を集める仕組みづくり」を目的として実施。
意識調査にて効果的な訴求観点・購買傾向の強い顧客層の仮説を構築し、購買調査で検証するという位置づけ。

意識調査（アンケート） 購買調査

達成したい
目的

消費者ニーズの把握・企業や商品への積極的な支持を集める仕組みづくり
NP関連製品のニーズが存在し、取り扱いが企業価値の向上につながることを明らかにする

また、売上向上に効果的な訴求のポイントを明らかにし、小売企業やメーカーの顧客コミュニケーションを促進する

NP関連製品のニーズ・企業価値との関連を

示し、効果的な訴求観点・購買傾向の強い顧
客層の仮説を構築する

どのような顧客層に購買傾向があるか、どのよう
な訴求観点・訴求方法が顧客の購買行動に繋

がるかを明らかにする

意識調査の結果が実際の購買行動でも再現されるか検証
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消費者意識調査（アンケート）の概要

意識調査はオンラインアンケートにて実施し、人口分布を反映した400サンプルに対して実施。
アンケート項目はAttention（注意）、Interest（興味）、Desire（欲求）、Action（行動）のフレームワークに沿って設計。

目的
ネイチャーポジティブ（NP）関連製品のニーズ・
企業価値との関連を示し、効果的な訴求観点・
購買傾向の強い顧客層の仮説を構築する

対象 人口分布を反映した400サンプル

手法 オンラインアンケート

期間 2025年8月4日～

項目

 Attention（注意）
• NP関連用語の認知度
• 購買機会有無
• NP関連製品の認知度

 Interest（興味）

• NP関連用語の理解度
• NP関連用語の重要性
• NP関連用語の重要性
• 取り組み企業へのイメージ
• イメージアップのアクション
• イメージアップの姿勢
• 情報提供

 Desire（欲求）
• NP関連用語の重要性
• 購買意欲の高い商品カテ
ゴリー

• 訴求観点・表現
 Action（行動）

• 追加価格受容性

＋基本属性情報

• 性別

• 年齢

• 地域

• 子供有無
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消費者意識調査（アンケート）結果抜粋

• NP関連取組の関心

13%
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24%

20%

15%

54%

17%

14%
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とても重要だと思う

ある程度重要だと思う

あまり重要だと思わない

全く重要だと思わない

男性 女性

71%

0%

20%
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100%

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代

全く重要だと思わない あまり重要だと思わない
ある程度重要だと思う とても重要だと思う

Q. ネイチャーポジティブに向けた取り組みは重要だと思いますか。

重要だと考える人の
割合は女性の方が大きい

重要だと考える人の割合は
年代が上がるほど大きくなる

10代は「ある程度重要だと思う」と回
答した人が71%と多いが、「とても重
要だと思う」と回答した人は0%
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消費者意識調査（アンケート）の結果（整理）

消費者はNPへの理解度・重要性の認知と購買行動への反映によって4層に分かれ、理解・関心を行動に移す層を増加させるために教
育と購買訴求の施策が必要。

①教育 ②購買訴求
NPとは何か、またその重要性について、消費者に教育的コンテンツを
通じて学んでもらい、理解を深めてもらう

NPに関する原体験の提供やNPに配慮しないリスクの提示等、実際の購
買行動に繋がる訴求を行う

関心・意思の有無にかかわらず、購入意欲の高まるナッジの手法も含む

B：理解・関心はないが、
無意識に行動している層

A：理解・関心があり、
それを行動に移す層

D：理解・関心はあるが、
行動にまで移さない層

C：無関心で行動もしない層

有

有

無

無

購
買
行
動
へ
の
反
映

NPへの理解度・重要性の認知
目指すゴール：A層の増加

NP消費増加に向け、取り組むべき施策の優先順位

各層の分布はアンケートによって明らかにしたうえで、購買調査におけるPOPには①②双方の観点を含め、
個別の訴求観点がどの層にどう効果があったかについてはインタビューで確認する想定

※上記図は、『サステナビリティの隘路』（藤原なつみ著、新泉社、p.89）を参考にしつつ、内容を改変したうえで環境省が作成したものである。

①
教
育

②購買訴求
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消費者購買調査の概要

購買調査はユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス株式会社にご協力いただき、協議した上で店舗や商品を選定し、購買調査
を実施。
合計4つの期間にてPOPのパターンを入れ替えながら調査を実施する予定であり、前半2期間での調査を実施済み。（結果は集計中）

目的 どのような顧客層に購買傾向があるか、どのような訴求観
点・訴求方法が顧客の購買行動に繋がるかを明らかにする

対象 マルエツ（都内２店舗）※

手法

選定した商品について、右図のように2パターン（教育的要
素あり or なし）のPOPを作成し、商品陳列棚に掲示する
ことで、購買行動に与える影響について調査

期間 POPのパターン（A or B）を2025年11月-2026年2月の
間2週間単位で入れ替えながら調査

※ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス株式会社にご協力いただき、協議した上で店舗や商品を選定し、購買調査を実施

紅茶関連商品の陳列棚に掲示したPOP

鮭関連商品の陳列棚に掲示したPOP

A B

A B

※調査進行中
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消費者購買調査の結果：紅茶関連商品

教育的要素のあり or なしの２パターンのPOPを各店舗で掲示したが、時期に関係なくPOP B（教育的要素あり）を掲載した場合に売数が増加した。

※調査進行中
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店舗②の売数
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11/3-11/16 11/17-11/30 12/6-12/19 12/20-12/31

店舗①の売数

POP
掲載なし

POP A
（教育的要素なし）

POP B
（教育的要素あり）

POP
掲載なし

POP A
（教育的要素なし）

POP B
（教育的要素あり）

（個） （個）

横ばい64 66
75

68
76 73

リプトン イエローラベルティーバッグ５０Ｐ リプトン イエローラベルティーバッグ２５Ｐ リプトン カフェインレスティー ２０袋入

リプトンカフェインレスアップルハニー２０袋 リプトン アップルルイボスティー １５袋入 リプトン ピュア＆シンプルティー１００袋

POPが購買行動
に影響を与えた
可能性がある

POPが購買行動に影響
を与えた可能性がある

POP
掲載なし

67※

※他期間と比較して
合計日数が２日少ない

横ばい

62※

POP
掲載なし
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消費者購買調査の結果：鮭関連商品

教育的要素のあり or なしの２パターンのPOPを各店舗で掲示したが、POPによる購買行動への影響は限定的な状況。（店舗②ではPOP掲示が影響し
た可能性あり）

※調査進行中
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POP
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POP A
（教育的要素なし）

POP B
（教育的要素あり）
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店舗②の売数

POP
掲載なし

22
26

16 17

26
29

（個）

【鮭紀行ＭＳＣ】塩紅鮭辛口２切ＰＣ 【鮭紀行ＭＳＣ】塩紅鮭極辛２切ＰＣ 【鮭紀行ＭＳＣ】塩紅鮭甘口２切ＰＣ

POP掲載なしの期
間より売数が少ない

POP掲載なしの期間
よりPOP掲載ありの
期間の売数が多い

POP A
（教育的要素なし）

POP B
（教育的要素あり）

26※

POP
掲載なし

POP掲載有無に関わ
らず売数が増加（鮭
という商品が年末に多
く購入されたのか）

横ばい

POP
掲載なし

32 ※

POP掲載有無に関わら
ず売数が増加（鮭とい
う商品が年末に多く購
入されたのか）

※他期間と比較して
合計日数が２日少ない



【R5～】ネイチャーポジティブ経済への移行に向けた行動変容ヒント集

• 消費者・生活者の行動変容を促し得る研究成果等を「行動変容ヒント集」として整理。
• 消費者との接点がある企業が、ネイチャーポジティブな取組成果・価値を効果的に消費者に提供できるような支援を実施。
• 研究者等からの情報提供・掲載依頼も随時受付中。

アンケート調査行動調査

• ネイチャーポジティブ製品や認証ラベル商品の販売
• 行動変容を促す効率的なコミュニケーション

• ネイチャーポジティブな食の選択を促す表現方法
• みどりが与える価値   ・ 若者の意識

出典：環境省「行動変容ヒント集｜活動紹介｜2030生物多様性枠組実現日本会議｜環境省」

https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/j-gbf/committee/bctips/
https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/j-gbf/committee/bctips/
https://policies.env.go.jp/nature/biodiversity/j-gbf/committee/bctips/
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